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令和5年度行政評価　施策評価シート　（令和4年度実績）
施策名 家庭と地域における子育て支援

施策コード 5020101

　１．施策の担当

主管課

関係課

こども部 子育て支援課

　２．総合計画における位置づけ

総合計画

政策

施策

節
第２章　ひとを豊かに育むまちづくり（子
育て・教育）

第１節　子ども・子育て

家庭と地域における子育て支援

　基本方針

●定期的な調査による子育て世代のニーズ把握に努め、多様な子育て支援サービスの充実を図り、様々なメディアを活用した周知、利用
促進を行います。
●児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応を図る組織的な対策を講じ、子どもに対する虐待のないまちづくりを推進します。
●未来を担う子どもたちが健やかに成長できるよう、子どもが安心して過ごせる居場所づくりを推進します。

　現況と課題

●地域子育て支援拠点事業(地域子育て支援センター)やファミリー・サポート・センター※１等の利用も定着し、子育て支援事業も充実
してきましたが、事業については、「子ども・子育て支援事業に関するニーズ等調査」においての調査分析結果や少子化の動向、また事
業効果等も勘案しながら展開していく必要があります。
●乳幼児医療費助成をこども医療費助成として対象児童を中学生まで拡大し、子育て家庭の経済的負担の軽減に努めています。しかし、
家庭環境や生活スタイルが多様化する中、適正な制度利用ができるよう周知が必要です。
●児童虐待対応件数の急増に対応するため、家庭児童相談室の体制強化が必要です。
●社会の変化や家庭の経済的な課題等から、子どもの生活環境に支障を来している現状があり、子どもの貧困対策を推進する施策が求め
られています。

　施策目標

　対象（誰を、何を、どこを）

子どもと子育て家庭

　意図（どのような状態にしたいのか）

子どもたちの健康を増進し、情操を豊かにすることを目的として、関連する支援を進めます。

　３．市民ニーズ

満足度（偏差値）

R2 R3 R4 R5 R6

重要度（偏差値）

H30

44.0

R元

60.2

　４．施策にかかるコスト

単位 R3決算 R4決算

コス
トの
内訳

人件費

事業費

フルコスト

千円

81,554 96,810

財源
内訳

国庫支出金

府支出金

市債

その他

一般財源１（＝フル
コストー特定財源）

一般財源２（＝直接
事業費ー特定財源）

千円

1,798,346 1,884,127

339,647 318,920

291,663 349,979

1,716,792 1,787,317

995,177 989,347

0 0

171,859 225,881

258,093 222,110

　５．施策の重要業績成果指標(KPI)

KPI１ ファミリー・サポート・センター年間会員活動回数（延べ数）

項目 R3実績 R4実績 R5計画 R6計画 R7計画 R8計画

実績値

達成度

R2実績

3,335.0

35.71

3,345.0 3,350.0 3,355.0目標値 3,360.0 3,365.0

1,191.0 1,047.0 1,444.0

3,340.0

KPI設定の根拠 KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

31.35 43.17

ファミリー・サポート・センター会
員活動回数により、市民の子育て支
援活動が活発化している状況がわか
ります。

平成29年度実績を基に、最終年度ま
でに、毎年平均5回増加することを
見込んで設定しました。

活動内容としては、「送迎」「送迎を伴う預かり保育」「預
かり保育」といったものが主ですが、前年比「送迎を伴う預
かり保育」が倍増しています。また委託業者の会員獲得努力
の成果もありコロナ禍の影響を受けていた前年度より活動回
数も回復の兆しを見せております。



②

③

図
表

KPI２ 地域子育て支援センター利用者数（延べ数）

項目 R2実績 R3実績 R4実績 R5計画 R6計画 R7計画 R8計画

目標値 6,255.0 6,265.0 6,275.0 6,285.0 6,295.0

実績値 3,632.0 3,999.0 5,696.0

63.83 90.77

6,305.0 6,315.0

KPI設定の根拠 KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

地域子育て支援センターで実施する
各事業（「おひさまクラブ」や「よ
ちよちルーム」）の利用数を把握す
ることにより、保育所や幼稚園に
通っていない子育て家庭の支援が図
られているかが分かる指標となりま
す。

今後も少子化が進行していくことが
予想される中、平成29年度実績に基
づいて、毎年10件ずつ利用家庭数を
増やしていくことを目標として設定
しています。

地域における子育て支援の拠点施設として、今後の利用者数
の増加が見込まれる事業でありますが、新型コロナウイルス
感染症の影響により令和３年度の利用者数は微増、令和４年
度は影響が残りつつも目標達成度90％と大きく回復した。

達成度 58.07

KPI３ こども食堂に取組む団体数

項目 R2実績 R3実績 R4実績 R5計画 R6計画 R7計画 R8計画

目標値 6.0 7.0 7.0 8.0 8.0 9.0 9.0

実績値 7.0 8.0 11.0

KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

114.29 157.14達成度 116.67

KPI設定の根拠

食事提供や学習支援を行う子どもの
居場所（こども食堂）づくりを推進
する上で、こども食堂に取組む団体
数により、推進状況を計る手段の一
つと考えます。

平成29年度の実績を基に、2年毎に1
団体の増を見込み設定しました。

平成28年度に設置した市のこども食堂を中心に、少しずつ認
知度が上がり、取組む団体数が増加傾向にあります。令和4年
度は11ヵ所となる。
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Ｂ03,013 79,784 016 01083541 出産・子育て応援事業

096,810 1,787,317 222,110合計

Ｂ0992 15 015 01083539 多胎児家庭育児支援事業

Ｂ01,724 3,034 014 01083538 妊産婦タクシー利用支援事業

Ａ03,317 6,071 1,01413 01083388 子育て家庭等利用者支援事業

Ｂ03,186 19,605 3,36712 01083382 子育て世代包括支援センター事業

Ｂ06,373 6,728 1,77811 01083264 子どもの未来応援事業

Ｂ0796 2,282 41910 01082360 未熟児養育医療給付事業

Ａ02,390 163 739 01081570 養育支援訪問事業

Ｂ04,875 1,646 -1,3968 01081290 乳児家庭全戸訪問事業

Ｂ08,491 1,367,141 209,1057 01080900 児童手当等給付事業

Ｂ02,390 9,069 3,3326 01080350 地域交流センター施設管理事業

Ｂ029,078 4,878 -2,8315 01024220 次世代育成支援対策事業

Ｂ01,593 77 274 01023800 子育て支援短期利用事業

Ｂ04,780 282,975 6,0723 01023500 こども医療費助成事業

Ｂ0796 2,835 2462 01023300 助産施設措置事業

（１０点中）
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1
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　６．施策の事後評価

評価理由、今後の方向性等

施策の成果レベル
（過去の推移、周辺
市との比較なども含
む）

地域に根差した子育て支援として、どの事業もニーズがあり、成果は増加傾向に
ありました。令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響による事業の制限
がありつつも、令和３年度と比較し、目標値に近づく結果となりました。

第2期子ども・子育て支援事業計画（令和2年3月策定）に向けて実施した市民ア
ンケート調査において、共働き又は今後共働きを希望している家庭やひとり親家
庭等が多くあり、今後も子育ての支援や子どもの居場所となる事業が必要となる
が、令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響が残り事業の制限があるな
か、充分なサービスを提供できた。

近年の虐待相談対応件数の増加や子育て世帯の負担等を踏まえ児童福祉法の改正
により、家庭への支援を強化し虐待の発生を未然に予防するため「子ども家庭セ
ンター」の設置や子育て家庭への支援サービスの種類・質・量を図ることとして
おり、令和6年の施行に向け、更に充実させる必要がある。

施策に対する市民
ニーズ

施策を取り巻く状況
（法令等の動向、
国・府の政策の動
向、社会潮流など）

合計点

総合評価

（４点中）

（３点中）

（３点中）
一次評価

（担当課によ
る評価）

判定項目 評価点

　７．施策を構成する事務事業

Ｂ

新型コロナウイルス感染症による各種制限が緩和されたが、コロナ禍前までには
回復していない。引き続き目標値の達成に努めること。

Ｂ

新型コロナウイルス感染症による各種制限が緩和されたが、コロナ禍前までには
回復していない。引き続き目標値の達成に努めること。

7点

Ｂ

Ａ023,016 1,014 904

一次評価
一般財源

核家族化・共働き世帯の増加により、子育て家庭において、子育て支援サービス
への多種多様なニーズがあると考える。コロナ禍の影響により令和３年度に提供
出来なかったサービスも、令和４年度は制限を受けながらも提供できた。

1 01023000 家庭児童相談室運営事業

事務事業 R4年度決算額

二次評価（政策推進課・行財政管理
課による評価）

三次評価（理事者による評価）

R5年度予算
事務事業名予算コード 人件費 事業費


